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【研究要旨】 
 本研究では，就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労を推進するため

の基礎資料として，発達障害と精神障害の障害特性とテレワークの適性に関する研究動向を明

らかにすることを目的とした。研究方法は，文献レビューとした。その結果，テレワークにおい

てはメンタルヘルスの向上や維持に留意する必要が示唆された。そして，新型コロナウイルス感

染症の感染拡大後，我が国においては，①障害者の生活面でのオンライン化や就労場面でのテレ

ワークが増加，②就労系障害福祉サービス事業所の在宅でのサービスや訓練のオンライン化が

増加，③障害者の雇用や健康状態にネガティブな影響があったことが示唆された。さらに，国内

外の研究から，テレワークにおいて，発達障害や精神障害の障害特性自体は除外基準にはならず，

通常の就労支援と共通する職業的な能力や課題，環境の評価，必要な配慮の程度の評価と調整等

が重要となることが示唆された。また，障害特性ごとの課題や支援については，特に発達障害者

の自宅やビデオ通話での作業における認知的負荷の課題や，そのための対処が報告されており，

そのような，認知機能に関する課題の解消には，管理者側の対処が必要であることが示唆された。 

 

A.研究目的 

 本研究は，障害者の自立と社会参加の促

進に寄与するため，就労系障害福祉サービ

ス事業所におけるテレワークによる就労を

推進するための知見の収集，支援マニュア

ルの作成と普及，人材育成のための研修プ

ログラムの開発を行うための基礎資料とし

て，障害特性とテレワークの適性に関する

研究動向と先行研究の知見を明らかにする

ことを目的とする。なお，本研究では，障

害特性のうち主に発達障害と精神障害につ

いて明らかにする。 

本報告では，障害特性とテレワークの適

性に関する先行研究の国内および海外の文

献レビューの結果を報告する。なお，本報

告では，テレワークを在宅勤務や在宅就労

を含む職場以外での働き方と定義する。ま

た，就労系障害福祉サービスの在宅訓練や

在宅サービスについてもテレワークの一形

態と捉えてレビューの対象とする。 

 

B.研究方法 

１．国内における先行研究の文献レビュー 

１－１．方法・対象 

日本における障害特性とテレワークの適

性の研究の動向を明らかにするため，日本

語の文献についてデータベース検索および

ハンドサーチを行い探索的に文献を抽出

し，文献レビューを行った。 

 

１－２．データベース・検索用語 

データベースは，CiNii（国立情報学研究

所）を使用した。検索用語は，（（障害者 

OR 発達障害 OR 精神障害） AND （テ
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レワーク OR リモートワーク OR 在宅就

労））とし，全文検索を行った。さらに抽

出された文献の引用文献，独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構の報告書，

日本職業リハビリテーション学会の学会誌

「職業リハビリテーション」からハンドサ

ーチを行った。抽出された結果について，

タイトルと要約から目的と合致する文献を

精査した。次に，本文から内容を確認し，

レビューする文献を決定した。 

 

2．海外における先行研究の文献レビュー 

２－１．方法・対象 

 海外における障害特性とテレワークの適

性の研究動向を明らかにするため，英語文

献についてデータベース検索およびハンド

サーチを行い探索的に文献を抽出し，文献

レビューを行った。 

 

２－２．データベース・検索用語 

データベースは，Pubmed（米国国立医

学図書館内の国立生物科学情報センター）

を使用した。検索用語は，大きく分けて①

障害者のテレワークと技術に関するもの，

②障害特性とテレワークに関するもの，③

認知特性とテレワークに関するものとし，

タイトルと要約を対象に検索を行った（詳

細は表 1 参照）。さらに，抽出された文献

の引用文献からハンドサーチを行った。抽

出された結果について，タイトルと要約か

ら目的と合致する文献を精査した。次に，

本文から内容を確認し，レビューする文献

を決定した。 

 

３．倫理配慮について 

 本研究は，公表されている資料を用いた

文献レビューであり，個人情報を対象とし

ていないため，倫理面への配慮が必要な研

究には該当しない。 

 

C.研究結果 

１．国内における研究動向 

１－１．検索結果 

データベース検索の結果，75 件の文献

が抽出された。そのうち， 終的な抽出数

は 6 件であった。そこに，ハンドサーチに

より抽出した文献を加え，内容を精査し整

理した。 

 

１－２．研究動向 

（１）テレワーク支援の変遷 

 障害者のテレワークについては，1980

年代から報告が見られるが，それは通勤が

困難な重度身体障害者を対象としたもので

あった（東京コロニー，1982・身体障害者

雇用促進協会，1985）。堀込（2021）は，

テレワークについて，1990 年代半ばに雇

用保険の要件や雇用率の適用の明確化，イ

ンターネットの普及を背景に特例子会社を

中心に少しずつ始まったと報告している。

その後，2006 年の「障害者の雇用の促進

等に関する法律（障害者雇用促進法）」の

改正の際に，自営型のテレワークを活用し

た「在宅就業障害者支援制度」が創設され

た。さらに，2012 年に「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（障害者総合支援法）」の就労継続支

援事業（A 型，B 型）でも在宅でのサービ

ス利用が制度化されている。 

（２）新型コロナウイルス感染症とテレワーク 

新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19）の感染拡大によりテレワーク

が増加している（これからのテレワークで

の働き方に関する検討会，2020・パーソル

チャレンジ株式会社，2020a）。そのような

実態に対応して関連の学術誌で特集が組ま

れた。たとえば，2021 年の「新ノーマラ

イゼーション」誌の特集「リモートワーク

の広がり」や，同年の「職業リハビリテー

ション」誌の特集「テレワーク，遠隔支援

と ICT・支援機器」や「コロナ禍における

職業リハビリテーション」，同年の「発達

障害研究」誌の特集「新型コロナウイルス

感染症の影響の現状と今後の課題」等であ
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る。 

その中で，若林（2021）は，COVID-19

の影響から考えられる職業リハビリテーシ

ョンの研究課題を整理している。そのう

ち，テレワークと関連していると考えられ

るものとしては，次のものが挙げられる。

それは，就労系障害福祉サービス事業所に

おける，効果的なオンラインでの相談，効

果的なオンラインでの訓練，効果的なオン

ラインでの職場開拓，効果的なオンライン

でのフォローアップ，非接触的な活動が促

進されることで生じる課題の低減である。 

（３）COVID-19 感染拡大以後のテレワーク

の実態 

①障害全般 

（ア）職業リハビリテーションの利用者 

山口ら（2021）は，職業リハビリテーシ

ョンの支援者を対象に COVID-19 の影響に

ついて調査した。それによれば，支援対象

者へのネガティブな影響は，雇用継続，収

入，健康状態，就職活動の全てで「やや影

響がある」が も多かった。また，「非常

に強い影響がある」だったのは，雇用継続

が 16％，収入が 14％，健康状態が 18％，

就職活動が 34％であり，一部の支援対象

者には強い影響があったことが伺える。 

次に，同報告で支援実践への影響につい

て，テレワークや健康状態と関連するもの

としては次が報告された（山口ら，

2021）。それは，「当てはまる」の割合が，

「対象者の心理的に不調をきたした」が

72.9％，「対象者の生活リズムに不調をき

たした」が 72.6％，「当事者との面談にお

いて，ビデオ通話やオンライン会議システ

ムを利用することになった」が 57.0％であ

った。この項目でも，支援対象者の健康状

態の悪化を示唆された。また，職業リハビ

リテーションにおいてオンライン化が進ん

だ状況が伺える。 

（イ）就労系障害福祉サービスの利用者 

PwC コンサルティング合同会社（2021）

の調査によれば，就労系障害福祉サービス

事業所の在宅サービスは COVID-19 感染拡

大以前が 3.3％，以後が 9.4％であった。ま

た，在宅訓練は COVID-19 感染拡大以前が

20.6％，以後が 57.9％であった。ともに感

染拡大以後に倍以上増加している。また，

同調査によれば，在宅サービスを提供した

利用者の主な障害種別は，多い順に精神障

害 44.7％，知的障害 20.9％，身体障害

19.5％，発達障害 9.0％，内部障害 0.6％で

あった（山尾ら，2021）。 

（ウ）就業者 

パーソルチャレンジ株式会社（2020a）

の企業調査によれば，COVID-19 により障

害のある社員に実施した雇用施策の変更や

特別措置で も多かったのは，「テレワー

クを導入し，在宅勤務とした」で 27.3%で

あった。 

パーソルチャレンジ株式会社（2020b）

による就業中の障害者に対する調査では，

「完全在宅勤務」と「在宅勤務とオフィス

勤務の併用」が 51.6%であり，半数以上の

障害者がテレワークを行っていた。 

障がい者総合研究所（2021）の調査によ

れば，障害者が勤務先でテレワークを実施

している割合は 59％であった。テレワー

クを利用している人のテレワークの頻度

は， も多かったのは「週に 3～4 日」で

34％であった。 

②発達障害 

国立障害者リハビリテーションセンター

（2021）は COVID-19 の発達障害者への影

響を調査した。それによれば，発達障害者

の約 8 割がオンライン化を経験しており，

約 6 割以上が何らかの困難を感じていた。

発達障害者が対面のオンライン化で難しか

ったことは「どのタイミングで発言すれば

よいのか，よくわからなくて戸惑う」が

46％，「相手の話に集中しにくい（画面に

映っている物が気になってしまうなど）」

が 29％，「3 人以上になると，誰が話をし

ているのか，よくわからなくて戸惑う」が

29％，「ふだんより，言われたことを理解
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するのに時間がかかる」が 22％，「画面に

向かって話すこと自体に抵抗がある」が

20％であった。 

（４）障害特性とテレワーク 

①障害全般 

障害特性とテレワークについて，清野

（2021）は，テレワークや遠隔支援と関連

する ICT（情報通信技術）と支援機器の研

究について，身体障害を対象としたものが

多く，発達障害や精神障害を対象としたも

のが少ないことを報告している。 

前述した山口ら（2021）は，同調査で職

業リハビリテーションの支援者に支援の考

えについて報告している。それによれば，

テレワークと関連した項目で，同意できる

と回答した割合は，下記であった。「これ

まで連携していた以外の遠隔地域の事業者

とオンラインを活用した支援が容易になる

と思う」が 74.6％，「職業訓練指導におい

てオンデマンド形式の動画教材があれば利

用したいと思う」が 73.3％，「障害者雇用

の在宅就労としてオンライン業務の有効性

は高いと思う」が 70.0％であった。オンラ

イン化やテレワークへの期待が高いことが

伺える。 

山口ら（2021）は，障害特性と関連した

項目についても報告している。それによれ

ば，同意できると回答した割合は，就労支

援をオンラインでするのは難しいと考えら

れているのは，知的障害者が 57.0％，高次

脳機能障害者が 43.0％，発達障害者が

33.9％，精神障害者が 29.3％，身体障害者

が 13.3％であった。発達障害，精神障害

は，身体障害と比べるとオンラインでの支

援が難しいと考えられる割合が多かった。

次に，同意できると回答した割合は，「在

宅就労になると，発達障害などの特性によ

る困難が増すと思う」が 48.8％，「在宅就

労になると，精神障害などの症状が悪化す

ると思う」が 44.2％，「在宅勤務の導入で

通勤負担が減るので，特に精神障害や身体

障害のある方にとっては好都合だと思う」

が 46.7％であった。テレワークにより発達

障害者や精神障害者への課題が懸念される

とともに，精神障害者については通勤負担

軽減のメリットも考えらえることが示唆さ

れた。 

②発達障害 

発達障害について，岡（2021）は，知的

障害や一部の発達障害のように認知機能に

困難のある人のテレワークの困難さを指摘

している。同時に認知機能に関する課題の

解消は，本人側ではなく管理者側の課題で

あるとして，課題の解消を下記の 4 つに整

理した。それは，「本人の認知能力の範囲

内で遂行可能な課題を中心とする（課題難

度調整）」「本人の認知的負荷を下げるため

の作業／コミュニケーション環境整備をす

る（物理的環境整備）」「本人の認知的負荷

を下げるための補助スタッフを置く（人的

環境整備）」「本人の認知的負荷を下げるた

めの規則や手続きの整備をする（規則・手

続き整備）」である。そして，これらの 4

つの支援について，テレワークの際に，認

知機能の困難を補うのに有効と考えられる

支援技術を先行研究（岡ら,2010・Morash-

Macneil et al, 2018・Devi and Sarkar, 2019・

Gillespie, 2012）を参考に整理している。そ

れは，自宅レベルでは入力，出力，プロセ

スに関する技術，チームレベルではコミュ

ニケーションと管理に関する技術，コミュ

ニティレベルでは移動と活動に関する技術

であった。 

③精神障害 

精神障害者について，山岡（2013）は，

精神障害者の在宅就労を支援する就労系障

害福祉サービス事業所等について報告して

いる。それによれば，共通する支援内容と

して「教育（研修）の重要性」「チームと

して成果を挙げること，総意を大切にして

いく（チームワーク）こと」があった。そ

して，そのためには，孤独にさせないこ

と，チームプレイを上手く進めるために

WEB カメラの使用，定期的なスタッフ訪
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問が行われていた。また，多くの人が働け

るように作業工程の細分化や在宅で簡単に

入力できるソフトを開発している事業所が

あった。また，精神障害者の在宅就労の考

えとしては，障害名ではなく職業的な課題

特性を見る必要があることが指摘されてい

た。次に，在宅就労に向かない人として，

「情報支援・人支援が多く必要な人」が挙

げられた。一方，在宅就労に必要な能力と

しては，「一定のコミュニケーション力」

「理解力（知的能力）」「自己管理が出来て

いること」「主治医との関係が築けている

こと」が挙げられた。 

 

２．海外における研究動向 

２－１．検索結果 

 データベース検索の結果，366 件の文献

が抽出された。そのうち， 終的な抽出数

は 20 件であった。検索結果を表 1に示

す。そこに，ハンドサーチにより抽出した

文献を加え，内容を精査し整理した。 

 

２－２．研究動向 

（１）テレワークとメンタルヘルス 

テレワークについては，障害のない労働

者においてメンタルヘルスを悪化させる可

能性が報告されている。そのため，障害特

性とテレワークの適性を検討する際に，テ

レワークのネガティブな側面についても把

握しておく必要がある。Liu et al (2021)

は，COVID-19 感染拡大中の労働者のテレ

ワークについて，メンタルヘルスへの悪影

響の可能性を指摘している。たとえば，障

害のない労働者においてテレワーク中に誘

発される心理的症状として，ストレス，心

配，不眠症，苦痛，倦怠感，不安，うつ病

等が報告されている（Delfino et al, 2021・

Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・Tan et 

al, 2020・Ho et al, 2020）。また，職場対策

の欠如（Tan et al, 2020・Ho et al, 2020），厳

格な管理制御と監視（Delfino et al, 2021），

ワークエンゲージメントの低下（Oksa et 

al, 2021），過度の仕事（Koch et al, 2021）

はメンタルヘルスを悪化させる可能性があ

る。一方，明確で包括的な職場ガイドライ

ンは，従業員の心理的苦痛を軽減すること

が報告されている（Sasaki et al, 2020）。 

（２）障害特性とテレワーク 

障害特性とテレワークについては，発達

障害を対象とした文献が多く，精神障害を

対象とした文献は今回の検索方法では見当

たらなかった。 

①発達障害 

Goldfarb et al (2021)によれば，COVID-19

感染拡大によりテレワークとなった自閉症

のある人では，メンタルヘルスの悪化が見

られた。また，仕事の心理的欲求の満足度

が減少していた。在宅勤務のメリットとし

ては，「通勤時間が減ること」「感覚的環境

を自分でコントロールできること」が報告

された。一方，デメリットとしては，「イ

ンターネット接続に問題があると仕事にな

らないこと」，「上司や同僚とのコミュニケ

ーションが取りにくいこと」「家ではやる

ことが出てきて集中できないこと」「新し

い知識を学ぶのが難しいこと」「仕事と家

庭の切り分けが難しいこと」が報告され

た。 

McNaughton et al (2014)は，自閉症を含む

音声によるコミュニケーションが困難な人

で，音声発生装置，コミュニケーションボ

ード，サインなどの「拡張・代替コミュニ

ケーション技術（AAC）」を使用して働い

ている人にテレワークについて調査した。

それによれば，テレワークのメリットは

「移動時間の短縮による作業効率の向上」

「柔軟なスケジュール管理」「同僚とのコ

ミュニケーションの円滑化」であった。一

方，テレワークのデメリットは，「孤立

感」「技術的・設備的な問題」「自宅で仕事

をする難しさ」であった。 

デメリットへの対処として，「孤立感」

に対しては，「ネットワークの積極的な構

築」「雇用主が多様なコミュニケーション
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の機会を開発するため積極的に役割を果た

すこと」「従業員が AAC 使用者の個人の役

割とコミュニケーション方法を理解するこ

と」「定期的な顔を会わせたミーティン

グ」「定期的なフィードバック」が挙げら

れた。「技術的・設備的な問題」に対して

は，「必要な機器の入手」が挙げられた。

「自宅で仕事をする難しさ」に対しては，

「仕事のスケジュールを決めてそれを守る

こと」「自宅と職場を明確に区別するこ

と」が挙げられた。また，AAC 使用者の

雇用機会に必要なものとしては，「IT リテ

ラシースキル」「高校時代の移行プログラ

ム」「自己擁護のセルフアドボガシースキ

ル」が挙げられた。 

Tang（2021）は，障害者のテレワーク時

のビデオ通話，画面共有，共同編集につい

て調査した。対象者の障害種別は，視覚障

害，聴覚障害，肢体不自由，ニューロダイ

バーシティ（この研究では自閉症スペクト

ラム，注意欠陥多動性障害（以下，

ADHD），ディスレクシア，トゥレット症

候群），慢性疾患者あった。本報告では，

このうちニューロダイバーシティの人の結

果を取り上げる。調査の結果，テレワーク

の満足度は高かった。また，テレワークへ

の移行で も増加したのはビデオ通話によ

る会議だった。ニューロダイバーシティの

人の課題は次のように整理された。 

（ア）自閉症スペクトラムでは，ビデオ通

話の会議は，注意を持続したり，視覚と聴

覚の表現を管理するのに余計な認知作業が

必要であった。そのため，会議で共有する

ビデオとオーディオの量を管理することが

推奨されていた。 

（イ）ADHD とトゥレット障害では，画面

共有で，タスクを切り替えるのが難しかっ

た。そのため，気が散ったり，共有に集中

していてチャットウィンドウなどに注意を

払っていない場合があった。 

（ウ）ニューロダイバーシティの人は，共

同編集で，視覚的またプロセスが複雑にな

ることで，認知的努力が必要で，負担にな

ることがあった。 

Das et al (2021)は，ニューロダイバーシ

ティ（この研究では自閉症スペクトラム障

害， ADHD，学習障害，心理社会的障

害）の人のテレワークについて調査した。

その結果，ニューロダイバーシティの人が

テレワークで感じている課題と課題への対

策は次のように整理された。 

（ア）外部刺激に対する注意散漫と注意抑

制の管理のため，自宅のワークスペースの

構築が必要である。ニューロダイバーシテ

ィの人にとって，自宅勤務は自分のワーク

スペースを管理できるメリットがある一方

で，自宅には感覚的な刺激や気が散る要因

がある。具体的な要因は，「騒音や邪魔が

入る」「仕事以外の興味や趣味が同じ空間

にある」であった。 

（イ）仮想ワークスペースにおける注意散

漫への対処が必要である。ニューロダイバ

ーシティの人は遠隔会議中に会話から注意

がそれがちなため，気が散る要因に対処す

る必要がある。具体的な要因は，「他の会

議参加者の背景や背景音」「仮想背景の不

自然さ」「アプリケーションの通知」であ

った。それらへの対策としては，「ビデオ

をオンにする」「自分のビデオ画像を付箋

で隠す」「会議の相手にカメラを切っても

らう」「仮想背景をかける」「タイマーや時

計を自分の周辺に置く」があった。また，

組織が行う対策として，通知を削減するた

めのアクセス可能なガイドラインの必要性

が提案された。具体的には，「注意が必要

でない人にはメッセージのタグを付けな

い」「全体へのメンションは絶対に必要で

ない限り 小限に抑えること」であった。 

（ウ）「会議の議題，目標，期待すること

を事前に共有すること」「会議中にアジェ

ンダ項目に従うこと」「会議後に議事録や

録画を共有すること」が重要である。ニュ

ーロダイバーシティの人は，認知の柔軟性
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に課題があるため，注意が散漫になった

後，会議に注意を戻すことが困難である。

対策としては，「もう一度質問を繰り返し

てほしいとインタビュアーに頼む」「チャ

ットメッセージをチェックして参考にした

り，ダイレクトメッセージで会議に参加し

ている誰かに要約のために連絡を取る」が

あった。組織が行う対策としては，注意力

管理に関する組織の規範を見直し，不注意

で注意が散漫になった後に素早く要約する

ことを要求することを標準化することや，

同僚がニューロダイバーシティの人の再集

中の必要性に留意し支援する必要が提案さ

れた。また，遠隔コミュニケーションツー

ルに「素早い要約のリクエスト」機能を追

加することが提案されていた。 

（エ）会議で質問，発言するための順番待

ちの課題に対処する必要がある。ニューロ

ダイバーシティの人には，「会議中は，い

つ質問していいのか，いつ質問してはいけ

ないのかがわかりにくい」「いつが自分の

発言の番なのか全く分からない」という課

題があった。対策としては，「「挙手」機能

を使って，質問したいことがあることを示

す」「チャットで自分の考えを伝える」が

あった。遠隔の会議では，「進行役を指定

すること」が提案されていた。 

（３）遠隔での治療・介入 

就労場面ではないが，コンピューターや

電話を使用した遠隔でのコミュニケーショ

ンとの親和性という点で，遠隔での治療や

介入の知見が参考となる。 

①発達障害 

Palmer et al (2010)は，ADHD の子どもと

若者のための遠隔精神医療についてレビュ

ーした。それによれば，遠隔精神医療プロ

グラムは，医療センター，地域精神保健セ

ンター，デイケアセンター，診療所等で成

功していた。そのことは，遠隔精神医療が

実行可能で，受け入れられていることを示

している。そして，遠隔精神医療の家族や

若者の満足度は高かった。さらに，うつ病

の子どもを対象としたビデオ会議を通じた

遠隔精神医療の効果が報告されていた 

(Nelson et al , 2003)。 

Adams et al (2022)は，自閉症患者への遠

隔医療について医師を対象に調査を行っ

た。その中で，遠隔医療の課題として多く

挙げられたのは，「技術的な問題」「技術の

使いやすさ」「コンピューターリテラシ

ー」「作業上の連携や内容の網羅性」であ

った。その課題への対策としては，「チー

ムとして資源・ツール・知識を共有する」

「対面式やハイブリッド式で提供する」が

提案された。一方，遠隔医療のメリットと

して，「構造化および視覚教材の資料」「遠

隔配信が特定のニーズを満たすこと」が挙

げられた。遠隔配信の有用性を低下させる

と考えられる特性は，「学習，コミュニケ

ーション，認知関連の能力」であった。一

方，遠隔配信の有用性を高めると考えられ

る特性は，「技術的親和性」「若年者である

こと」「支援者がいること」「オンライン教

育への慣れ」「高い知性」が挙げられた。 

②精神障害 

Bee et al (2008)は，遠隔での心理療法の

効果についてメタ分析を行った。その結

果，電話，インターネット，ビデオ会議で

の心理療法は，うつ病と不安関連障害で一

定の効果がある可能性が示された。 

Lawes-Wickwar et al (2018)は，精神疾患

患者の遠隔医療についてシステマティック

レビューを行った。その結果，電話による

サポートや，コンピューターを利用した認

知リハビリテーションは効果が確認され

た。Medalia et al (2021)は，統合失調症患者

の認知矯正療法の対面と遠隔介入のハイブ

リッド型について報告した。医師と統合失

調症患者の両方が，課題として「技術への

アクセス」を挙げたが，「医師のサポート

が利用できる可能性」は肯定的な影響を与

えた。Mendelson et al (2022)は，統合失調

症スペクトラム障害の遠隔での集団療法に

ついて報告し，プログラムの評価は肯定的
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なものであった。 

 

D.考察 

 結果の概要を表 2，3 に示す。 

１．テレワークとメンタルヘルス 

 本研究の結果から，テレワークが障害の

ない人のメンタルヘルスを悪化させる可能

性があることが示唆された（Delfino et al, 

2021・Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・1 

Tan et al, 2020・Ho et al, 2020）。さらに，障

害者全般や自閉症のある人のメンタルヘル

スを悪化させる可能性も示唆された

（Goldfarb et al, 2021・山口ら，2021）。この

ことから，テレワークにおいては，障害のな

い人と比べ，より脆弱性が高いと考えられ

る障害者のメンタルヘルスの向上や維持に

留意する必要を示唆している。そして，その

ようなメンタルヘルスの維持のためには，

職場対策や職場ガイドラインの整備，厳格

な管理制御と監視の軽減，仕事の管理，ワー

クエンゲージメントの向上や維持が効果的

な可能性がある（Tan et al, 2020・Ho et al, 

2020・Delfino et al, 2021・Koch et al, 2021・

Oksa et al, 2021）。 

 

2．障害者のテレワーク 

 本研究の結果から，COVID-19 の影響に

より我が国においては，①障害者の生活面

でのオンライン化や就労場面でのテレワー

クが増加していること（山口ら，2021・パ

ーソルチャレンジ，2020b・障がい者総合

研究所，2021・国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター，2021），②就労系障害福祉

サービス事業所の在宅でのサービスや訓練

のオンライン化が増加していること（PwC

コンサルティング合同会社，2021），③障

害者の雇用や健康状態にネガティブな影響

があったこと（山口ら，2021）が示唆され

た。 

そのような中，職業リハビリテーション

の支援者の 7 割以上が，オンラインの支援

や業務の可能性を感じており，また動画教

材へのニーズを持っていた。そのため，今

後は，テレワークを含むオンラインの支援

や業務の知見を蓄積し，その効果を検証し

ていくこと，オンラインで活用できる教材

の開発の取組を進めることが期待される。 

なお，就労系障害福祉サービス事業所の

提供した在宅サービスの主な利用者の障害

種別は， も多かったのは精神障害であり

5 割近くであった。一方，発達障害は知的

障害，身体障害より低く約 1 割であった。

我が国のテレワークやその支援がこれまで

身体障害を中心に発展してきたことをふま

えると，COVID-19 の影響で急遽増加した

身体障害以外の障害について障害特性に配

慮した支援体制の充実が重要と考えられ

る。特に，在宅サービスで利用者の多かっ

た精神障害や，先行研究で課題が多く報告

されている発達障害についても研究や実践

を蓄積していく必要がある。 

 

3．障害特性とテレワークの適性 

 本研究の結果から，国内外において発達

障害者や精神障害者が，すでにテレワーク

で就業したり，就労系障害福祉サービスで

訓練，サービスを受けている実態が明らか

になった。また，就労場面ではないが，遠

隔での治療・介入では発達障害や精神障害

の障害特性のある人への効果が複数の研究

で報告されている。このことは，遠隔での

コミュニケーションとの親和性という点

で，発達障害や精神障害の障害特性があっ

てもテレワークに適合する可能性を示唆し

ている。すなわち，発達障害や精神障害の

障害特性自体はテレワークの除外基準には

ならず，個人の個別要因がテレワークの適

性の評価基準になると考えられる。 

 一方で，職業リハビリテーションの支援

者においては，発達障害者や精神障害者を

オンラインで就労支援をするのは難しいと
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考えている人が約 3 割，テレワークで発達

障害や精神障害の困難さの増加や，症状が

悪化すると考えている人が 4 割以上いるこ

とが明らかになった。したがって，そのよ

うな懸念を解消するため，今後，発達障害

者や精神障害者をオンラインで効果的に支

援する方法や，オンラインやテレワークの

適性と関わる個別要因を明らかにしていく

必要がある。 

 そして，そのような個別の要因について

は，障害名ではなく職業的な課題特性を見

ること，情報支援・人支援の必要の程度，

コミュニケーション力・理解力（知的能

力）・自己管理・主治医との関係性が基準

の 1 つとなる可能性がある（山岡，

2013）。すなわち，テレワークにおいても

通常の就労支援と共通する職業的な能力や

課題，環境の評価，必要な配慮の程度の評

価と調整等が重要となると考える。それら

を適切かつ効果的に行うためには，テレワ

ークの特性をふまえた実践の蓄積が必要で

あろう。 

 テレワークの特性をふまえた障害特性ご

との課題や支援については，国内外の知見

が参考となる。発達障害者では，自宅やビ

デオ通話会議の環境，ビデオ通話の会議で

の作業，画面共有，共同編集作業等は視覚

や音声の刺激が多かったり，複雑になるこ

とで，認知的負荷がかかり，処理に時間が

かかったり，困難であったりする可能性が

ある（国立障害者リハビリテーションセン

ター，2021・McNaughton et al, 2014・

Tang, 2021・Das et al, 2021）。そのような

テレワークの課題は，主に認知機能に関す

る課題であり，その課題の解消は，管理者

側の課題として対処が必要であろう（岡，

2021）。 

 

E.結論 

本研究により，我が国における障害者の

テレワークの実態と国内外の発達障害と精

神障害の障害特性とテレワークの関係の研

究動向や知見が明らかになった。COVID-

19 の影響で，障害者全般のテレワークが

増加したこと，また今後もテレワークが維

持される可能性をふまえると，今後，さら

に障害者のテレワークについて研究や実践

の蓄積が必要である。 

障害者のテレワークに関しては，メンタ

ルヘルスの悪化の可能性を考慮し，その向

上や維持のための取組が重要である。ま

た，障害特性とテレワークの適性に関して

は，障害名ではなく，テレワークの特性を

ふまえた職業的な能力や課題，環境の評

価，必要な配慮の程度の評価と調整等が重

要である。そして，テレワークの特性とし

て，自宅での作業やビデオ通話や各種の情

報通信技術の活用が考えられ，そのことは

特に発達障害者にとっては認知的負荷が多

くかかる可能性がある。そのため，それら

の認知的課題の解消のため，支援者を含む

管理側の対応が必要である。今後，そのた

めの知見の収集を進め，支援マニュアルの

作成や人材育成のための研修プログラムの

開発につなげることが期待される。 

  
F．健康危険情報 

該当なし 

 

G.研究発表 

１．論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 

 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 該当なし 

 ２．実用新案登録 該当なし 

 ３．その他 該当なし 
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表 1.海外文献の検索用語と検索結果 

検索の内容 検索用語 
検索

結果 

抽出

数 

1.障害者のテレワークと技術 

障害者のテレワークと 

技術に関するもの 

((Persons with Disability) OR (Persons with 

Disabilities)) AND ((Information 

communication technology) OR (Assistive 

technology) OR (Digital Technology)) AND 

((Telework) OR (Remote work)) 

20 件 3 件

2.障害特性とテレワーク 

障害者とテレワークに 

関するもの 

(Persons with Disabilities) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) 
62 件 1 件 

精神障害とテレワークに関

するもの 

((Mental Disabilities) OR (Mental 

Disabilities) OR (Mental Disorders) OR 

(Mental Illness) OR (Mental Disease)) AND 

((Telework) OR (Remote work))* 

73 件 4 件

(Schizophrenia) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) 
27 件 2 件

((Depression) OR (Mood Disorder) OR 

(Bipolar disorder)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) * 

35 件 1 件 

発達障害とテレワークに関

するもの 

((Developmental Disabilities) OR 

(Developmental Disability)) AND ((Telework)  

OR (Remote work))  

11 件 0 件

((Autism) OR (ASD)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) 
43 件 2 件

((ADHD) OR (Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder)) AND ((Telework) OR (Remote 

work)) 

6 件 2 件

3.認知特性とテレワーク  

障害者の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Persons with Disability) OR (Persons with 

Disabilities)) AND ((Cognitive characteristic) 

OR (Cognitive function)) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) 

1 件 0 件

精神障害の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Mental Disabilities) OR (Mental 

Disabilities) OR (Mental Disorders) OR 

(Mental Illness) OR (Mental Disease)) AND 

((Telework) OR (Remote work)) AND 

((Cognitive characteristic) OR (Cognitive 

function)) 

56 件 3 件

(Schizophrenia) AND ((Teamwork) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

8 件 2 件

((Depression) OR (Mood Disorder) OR 

(Bipolar disorder)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

19 件 0 件

発達障害の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Developmental Disabilities) OR 

(Developmental Disability)) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

1 件 0 件

((Autism) OR (ASD)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 
3 件 0 件
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characteristic) OR (Cognitive function)) 

((ADHD) OR (Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder)) AND ((Telework) OR (Remote 

work)) AND ((Cognitive characteristic) OR 

(Cognitive function)) 

1 件 0 件

合計 366

件 

20

件 

＊ 検索記事のタイプはメタアナリシス，システマティックレビュー，レビュー 
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表 2.国内の研究動向の概要 

障害種別 COVID-19 の影響 

障害全般 

＜職業リハビリテーションの利用者＞（山口ら，2021） 
■ネガティブな影響（非常に強いの割合） 
雇用継続 16％・収入 14％・健康状態 18％・就職活動 34％ 
■支援実践への影響（当てはまるの割合） 
健康状態 
対象者の心理的不調 72.9％・対象者の生活リズムの不調 72.6％ 
オンライン・テレワーク 
当事者との面談でビデオ通話やオンライン会議システムを利用 57.0％ 
＜就労系障害福祉サービス事業所の利用者＞ 
（PwC コンサルティング合同会社，2021） 
在宅サービス：COVID-19 以前 3.3％・以後 9.4％ 
在宅訓練：COVID-19 以前 20.6％・以後 57.9％ 
＜在宅サービスの利用者の主な障害種別＞（山尾ら，2021） 
精神障害 44.7％・知的障害 20.9％・身体障害 19.5％ 
・発達障害 9.0％・内部障害 0.6％ 
＜就業者＞ 
企業：テレワーク導入 27.3%（パーソルチャレンジ株式会社，2020a） 
障害者：テレワーク実施 51.6%（パーソルチャレンジ株式会社，2020b） 
・テレワーク実施 59％（障がい者総合研究所，2021） 

発達障害 
＜生活全般＞（国立障害者リハビリテーションセンター，2021） 
オンライン化：経験が約 8 割 

課題や支援内容 

障害全般 

＜職業リハビリテーション＞（山口ら，2021） 
■支援者の考え（同意できるの割合） 
テレワーク 
・遠隔地域の事業者とオンラインを活用した支援が容易になると思う 74.6％ 
・職業訓練指導でオンデマンド形式の動画教材があれば利用したいと思う 73.3％
・在宅就労としてオンライン業務の有効性は高いと思う 70.0％ 
障害特性 
・就労支援をオンラインでするのは難しいのは 

知的障害者 57.0％・高次脳機能障害者 43.0％・発達障害者 33.9％ 
・精神障害者 29.3％・身体障害者 13.3％ 
・在宅就労で発達障害などの特性による困難が増すと思う 48.8％ 
・在宅就労で精神障害などの症状が悪化すると思う 44.2％ 
・在宅勤務で通勤負担が減り，特に精神障害者や身体障害者には好都合だと思う

46.7％ 

発達障害 

＜生活全般＞（国立障害者リハビリテーションセンター，2021） 
オンライン化：困難を感じるが約 6 割以上 
困難の内容 
・発言のタイミング・気が散って相手の話に集中しにくい 
・3 人以上になると，誰が話をしているのかよくわからなくなる 
・話の理解に時間がかかる・画面に向かって話すこと自体に抵抗がある 

精神障害 

＜就労系障害福祉サービス事業所等＞（山岡，2013） 
支援の考え方 障害名ではなく職業的な課題特性を見る必要 
共通する支援内容 
・教育（研修）の重要性 
・チームとして成果を挙げること，総意を大切にしていくこと 
支援の工夫 
・WEB カメラの使用・定期的なスタッフ訪問 
・作業工程の細分化・在宅で簡単に入力できるソフトを開発 
適性 
・在宅就労に向かない人：情報支援・人支援が多く必要な人 
・在宅就労に必要な能力：一定のコミュニケーション力・理解力（知的能力）・自己管

理が出来ていること・主治医との関係が築けていること 
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表 3.海外の研究動向の概要 

障害種別 COVID-19 の影響 

障害の 
ない人 

＜メンタルヘルスの悪化＞ 
ストレス，心配，不眠症，苦痛，倦怠感，不安，うつ病等（Delfino et al, 2021・

Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・1 Tan et al, 2020・Ho et 
al, 2020） 

＜メンタルヘルスを悪化させる可能性があるもの＞ 
・職場対策の欠如（Tan et al, 2020・Ho et al, 2020） 
・厳格な管理制御と監視（Delfino et al, 2021）・過度の仕事（Koch et al, 
2021） 
・ワークエンゲージメントの低下（Oksa et al, 2021） 
＜メンタルヘルスを軽減させる可能性があるもの＞ 
明確で包括的な職場ガイドライン（Sasaki et al, 2020） 

発達障害 

＜自閉症＞ 
メンタルヘルスの悪化（Goldfarb et al, 2021) 
＜自閉症を含む音声によるコミュニケーションが困難な人＞ 
（McNaughton et al, 2014） 
テレワークのデメリットと対処 
・孤立感に対し：ネットワークの積極的な構築・雇用主が多様なコミュニケーションの

機会を開発するため積極的に役割を果たすこと・従業員が AAC 使用者の個人
の役割とコミュニケーション方法を理解すること・定期的な顔を会わせたミーテ
ィング・定期的なフィードバック 

・技術的・設備的な問題に対し：必要な機器の入手 
・自宅で仕事をする難しさに対し：仕事のスケジュールを決めてそれを守ること・自

宅と職場を明確に区別すること 
AAC 使用者の雇用機会に必要なもの 
・IT リテラシースキル・高校時代の移行プログラム 
・自己擁護のセルフアドボガシースキル 

＜ニューロダイバーシティの人＞ 
・自閉症スペクトラム：ビデオ通話の会議で認知的負荷がかかる・対処としてビデオ

とオーディオの量を管理することが推奨 
・ADHD とトゥレット障害：画面共有のタスクの切り替えが困難 
・ニューロダイバーシティ：共同編集で認知的負荷がかかる 
（Tang, 2021） 

 
・自宅での外部刺激に対する注意の課題：自宅のワークスペースの構築 
・仮想ワークスペースにおける注意散漫の課題：要因に対処 
・認知の柔軟性に課題：会議の議題，目標，期待することを事前に共有すること，会

議中にアジェンダ項目に従うこと，会議後に筆記録や録画を共有することが重要
・会議で質問，発言するための順番待ちの課題：「挙手」機能の利用，共同進行役の

指定等 
（Das et al, 2021）  
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